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（３）医療分野における価格決定メカニズムの見直し 

診療報酬、薬価、医療材料価格は、中央社会保険医療協議会で決定されてい

るが、決定の根拠や決定のプロセス等について、予ねて不透明性が指摘されて

いるところである。公正性、中立性、透明性を確保する観点から、以下の措置

を講ずべきである。 

【速やかに措置】 

ア 従来の供給者側に偏った運営方針を抜本的に改め、委員構成についても直接

の利害当事者である供給者代表が意思決定の権限をもつ形で中央社会保険医

療協議会に参画することの是非も含めて公平性を堅持するよう見直す。 

イ 同一委員の在任期間を短縮する。 

ウ 診療報酬等の改定理由を客観的・科学的に示すとともに、改定結果の事後評

価を行う。 

エ 患者、医師個人等医療の現場の声や、医療の潜在的な消費者である一般国民

の声を反映する仕組みを設ける。 

オ 審議の過程は、議事録等全て公開する（議事録については、ホームページ上

で公開する）。 

なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」（平成16 年６月４日

閣議決定）においては、「診療報酬体系の見直しに当たっては、利用者の立場が

反映され、また審議の透明化が図られるよう、中央社会保険医療協議会等の在り

方を見直す」とされているところである。 

また、規制改革の推進に関する第1 次答申（平成13 年12 月11 日）は、次の提

言を行っている。 

「診療報酬、薬価、医療材料価格は、中央社会保険医療協議会で決定されてい

るが、価格の根拠、決定プロセスなど、決定方法について問題点が指摘されてい

る。薬価については先発品と後発品の算定価格、画期的新薬の算定価格などに関

して、開発のインセンティブが働くような適正な算定を行うなど、算定ルールの

抜本的な改革が必要であり、また、既存薬の効能について、一定の基準に基づい

た再評価を実施し、効能が認められなくなったものの承認を取消すなどの措置を

講ずるべきである。また、現在、薬価205 円以下（内服１日分、頓服１回分等）

の薬剤に関しては、薬剤名などの内訳を省略して薬剤費請求ができる「205 円ル

ール」が存在するが、これを廃止し、内訳を明示した請求とし、医療の透明性を

図るべきである。医療材料については、薬価算定の場合と同様に外国価格参照制

度を導入するなど、価格の適正化や流通全体を通じた抜本的な改革による競争政

策の徹底など、内外価格差を是正するための所要の措置を講じるべきである。な

お、医療が広く国民にかかわる事柄であることから、価格決定や保険導入の過程

の透明化・中立化・公正化を図る観点から、中央社会保険医療協議会等の在り方

を見直すべきである。」 
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「Ⅴ．主要官製市場の改革の推進」における関係府省の主な意見及び当会議の見解 

事 項 意  見 当会議の見解 

（３）医療分野

における価格決

定メカニズムの

見直し 

（厚生労働省）

 

中央社会保険医療協議会（以下「中医協」という。）は、 

① 保険料を負担する側である保険者、被保険者及び事業主の代

表者と 

② 医療を提供する側である医師、歯科医師及び薬剤師の代表者

とが保険契約の両当事者として協議し、合意を得るための場とし

て設けられており、公益委員がこの両者を調整する役割を担うと

いう三者構成とされているところ。 

中医協の在り方については、中医協における議論も含め、今後

幅広く本格的に議論が行われる必要があり、当面速やかに取り組

むべき改革と幅広く制度の在り方について議論を進めていくべ

き改革との整理を行いつつ、更に議論を積み重ねていき、合意が

得られたものから対応を図っていくことが必要と考えている。 

したがって、合意が得られていないにもかかわらず、本「中間

取りまとめ」において、具体的な方向性を示す記述をすることは

不適切である。 

なお、「中間とりまとめ」に取り上げられている「規制改革の

推進に関する第１次答申」の提言中、薬価については、初めて後

発品が収載された先発品価格の一定割合引き下げ、新規後発品の

算定係数の見直し、画期的新薬等の加算率の大幅な引き上げ等の

算定ルールの見直しを行っており、対応済みであり、205 円ルー

ルの廃止及び医療材料に係る外国価格参照制度の導入について

も、既に措置済みである。 

○中医協の問題点に起因するその改革について、中医協自身

の議論・見解を前提とするのでは、公正な議論を行うことは

できない。第三者、とりわけ国民の視点からの検証が必要で

ある。今回の提言は、そのような第三者の立場からのもので

あり、それを「不適切」とするのは公正な議論を真向から否

定するものである。 

 

○今回のような問題提起を行うことにより、それに対する賛

否を含め各方面から意見の表明を促し、より良い対策を講じ

ることこそ重要である。中医協における議論についても、審

議過程を広く国民に公開し、理解を得ながら改革を進めるべ

きである。 

 

 



社会保険医療協議会法 

（昭和二十五年三月三十一日法律第四十七号） 

最終改正：平成一四年八月二日法律第一〇二号 

 

（設置）  

第一条 厚生労働省に、中央社会保険医療協議会（以下「中央協議会」という。）を置

く。  

２ 各地方社会保険事務局に、地方社会保険医療協議会（以下「地方協議会」とい

う。）を置く。  

 

（所掌事務）  

第二条 中央協議会は、次に掲げる事項について、厚生労働大臣の諮問に応じて審

議し、及び文書をもつて答申するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもつて建議す

ることができる。  

一 健康保険法（大正十一年法律第七十号）第七十六条第二項の規定による定め、

同法第八十五条第二項の規定による基準、同法第八十六条第二項第一号の規

定による定め及び船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）第二十八条ノ四第

二項の規定による定めに関する事項  

二 健康保険法第八十八条第四項の規定による定めに関する事項  

三 健康保険法第六十三条第二項の規定による定め、同法第七十条第一項及び

第七十二条第一項の規定による厚生労働省令、同法第八十六条第一項第一号

の規定による高度の医療を提供する病院若しくは診療所の要件を定める厚生労

働省令、同法第九十二条第二項の規定による基準（指定訪問看護の取扱いに関

する部分に限る。）、船員保険法第二十八条ノ二第二項の規定による厚生労働省

令、同法第二十九条ノ四第十項の規定による厚生労働省令、国民健康保険法

（昭和三十三年法律第百九十二号）第四十条第二項の規定による厚生労働省令

並びに同法第五十四条の二第十項の規定による厚生労働省令に関する事項  

２ 地方協議会は、保険医療機関及び保険薬局の指定及び指定の取消し、特定承認

保険医療機関の承認及び承認の取消し並びに保険医及び保険薬剤師の登録の取

消 しについて、厚生労働大臣の諮問に応じて審議し、及び文書をもつて答申する

ほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもつて建議することができる。  

 

（組織）  

第三条 中央協議会又は地方協議会は、それぞれ、次に掲げる委員二十人をもつて

組織する。  



一 健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者並びに被保険者、事業主及

び船舶所有者を代表する委員     八人  

二 医師、歯科医師及び薬剤師を代表する委員    八人  

三 公益を代表する委員              四人  

２ 厚生労働大臣は、それぞれ中央協議会又は地方協議会において専門の事項を

審議するため必要があると認めるときは、その都度、各十人以内の専門委員を置く

ことができる。  

３ 委員及び専門委員は、厚生労働大臣が任命する。  

４ 第一項第一号及び第二号の委員の任命は、各関係団体の推薦によるものとす

る。  

５ 中央協議会の公益を代表する委員の任命については、両議院の同意を得なけれ

ばならない。  

６ 前項の場合において、国会の閉会又は衆議院の解散のために両議院の同意を

得ることができないときは、厚生労働大臣は、同項の規定にかかわらず、同項に規

定する委員を任命することができる。  

７ 前項の場合においては、任命後最初の国会で両議院の承認を得なければならな

い。この場合において、両議院の承認を得られないときは、厚生労働大臣は、直ち

にその委員を罷免しなければならない。  

８ 厚生労働大臣は、第五項に規定する委員が心身の故障のため職務の執行ができ

ないと認める場合又は同項に規定する委員に職務上の義務違反その他委員たる

に適しない非行があると認める場合においては、両議院の同意を得て、これを罷免

することができる。  

９ 委員及び専門委員は、非常勤とする。  

 

第四条 委員の任期は、二年とし、一年ごとに、その半数を任命する。  

２ 委員に欠員を生じたとき新たに任命された委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。  

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する審議が終了したときは、解任されるものと

する。  

 

第五条 中央協議会及び地方協議会に、それぞれ、公益を代表する委員のうちから

委員の選挙した会長一人を置く。  

２ 会長は、会務を総理し、それぞれ、中央協議会又は地方協議会を代表する。  

３ 会長に事故があるときは、第一項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を

代行する。  

 



（会議）  

第六条 中央協議会及び地方協議会は、正当な理由がある場合を除いては、六月に

一回以上開かなければならない。  

 

第七条 中央協議会及び地方協議会は、それぞれ、会長が招集する。  

２ 会長は、厚生労働大臣の諮問があつたとき、又は委員の半数以上が審議すべき

事項を示して招集を請求したときは、その諮問又は請求の日から、二週間以内に、

それぞれ、中央協議会又は地方協議会を招集しなければならない。  

 

（雑則）  

第八条 この法律に定めるもののほか、議事の手続その他中央協議会又は地方協

議会の運営に関し必要な事項は、それぞれ、中央協議会又は厚生労働省令で定

める基準に従い地方協議会が定める。  
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